
第 1回 資源循環分野特定技能・育成就労協議会 議事概要  

   

１．日  時：令和８年８月 27 日（木）11:00～12:00  

２．開催方法：web 会議  

３．出 席 者  

（関連団体） 

公益社団法人全国都市清掃会議 

一般社団法人日本環境保全協会 

全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会 

全国環境整備事業協同組合連合会 

一般社団法人全国清掃事業連合会 

公益社団法人全国産業資源循環連合会 

公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団 

公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター 

一般財団法人日本環境衛生センター 

公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団 

 

（関係省庁等） 

警察庁  

出入国在留管理庁  

外務省  

厚生労働省  

外国人技能実習機構 

 

環境省 

 

（事務局） 

一般財団法人日本環境衛生センター 

   

４．概要  

冒頭、環境省より開会の挨拶があり、その後、議事次第に沿って、以下のとおり、議題１、議

題２、議題３についての審議及び決議がなされた。 

  

【議題１】議題１ 資源循環分野特定技能・育成就労協議会の設置について 

資料 1 資源循環分野特定技能・育成就労協議会 規約（案） 

資料 2 資源循環分野特定技能・育成就労協議会 入会基準（案） 

資源循環分野特定技能・育成就労協議会 入会基準（案）（別表）  



 

環境省より、議題１について、資料１及び資料２の説明が行われた。 

その後、事務局より、資源循環分野特定技能・育成就労協議会（以下「協議会」）への入会手続

きについて、以下の説明が行われた。 

 事務局と環境省とで協議のうえ、令和 8 年 10 月末頃までに「資源循環分野外国人材受入れ支援サ

イト」に協議会入会のための申請フォームを設置する予定である。協議会への入会希望者は同フ

ォームから申請し、事務局の審査により入会基準を満たす場合は入会を認めることとする。 

 入会を認められた者は同サイトで公表する予定である。 

 

次の質疑応答を経て、議題１（資料１及び資料２）は、原案どおり承認された。  

 

質問：協議会の適切な運営のためにも、会費制度を設けるべきではないか。（関連団体出席者） 

回答：協議会の運営上の課題にも鑑みながら、今後検討していくこととする。（環境省） 

  

質問：委託を受けて一般廃棄物の中間処理を行う者の協議会入会基準はどれが適用されるのか。

（関連団体出席者） 

回答：資料２の別表２が適用される。処理施設を有さず作業のみ受託している事業者の場合は、 

同表の右欄を適用する。（環境省） 

 

 

【議題２】行動規範について 

資料 3 特定技能外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

資料 4 育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に向けた行動規範（案） 

資料 5  1 年を超える転籍制限期間を設定した育成就労実施者において講じる待遇向上策（案） 

 

環境省より、議題 2 について、資料 3、資料 4 及び資料 5 の説明が行われた。 

 

特段の質疑なく、議題２（資料 3、資料 4 及び資料 5）は原案どおり承認された 

 

 

【議題３】育成・キャリア形成プログラムについて  

資料 6 【資源循環分野】廃棄物処分業（中間処理）育成・キャリア形成プログラム（案）  

 

環境省より、議題 3 について、資料 6 の説明が行われた 

 

次の質疑応答を経て、議題 3（資料 6）は、原案どおり承認された。  

 



質問：特定技能外国人及び育成就労外国人に第一種運転免許を取得させてもよいか。 

（関連団体出席者） 

回答：取得させることは問題がない。（環境省） 

質問：産業廃棄物の中間処理に従事する場合と一般廃棄物の中間処理に従事する場合があるが、

特定技能評価試験は双方共通の試験となるのか。（関連団体出席者） 

回答：ご理解のとおりである。（環境省） 

 

 

 

以上 


